
 寿都町 対話の場（第９回） 

次 第 

 

１． 日時：2022年４月２６日（火） 

1７：０0～１９：０0（予定） 

２．場所：寿都町総合文化センター ウイズコム 

３．次第：・町民のみなさまに分かりやすいパンフレットの 

作成（進捗報告） 

・六ヶ所村における原子力関連施設の誘致からこ 

れまでの歩みについて 

・上記を踏まえた会員間による意見交換 ほか         

以 上  



六ヶ所村における原子力関連施設の
誘 致 か ら こ れ ま で の 歩 み に つ い て

令和４年４月26日

説明用資料



出 身 青森県六ヶ所村泊
家族構成 妻・娘・母の３人家族
経 歴
1990年(平成２年) 村役場企画課(新採用)
1995年(平成７年) 農林水産課
2001年(平成13年) 大韓民国派遣(行政勤務)
2004年(平成16年) 商工観光課
2005年(平成17年) 教育委員会社会教育課
2010年(平成22年) 商工観光課(課長補佐)
2012年(平成24年) 原子力対策課(総括課長補佐)
2016年(平成28年) 企画調整課(総括課長補佐)
2018年(平成30年) 政策推進課(課長)※課名変更

自己紹介

－１－



・総合振興計画の策定・進捗管理
・まちひとしごと創生総合戦略の策定・進捗管理
・都市計画の運用及び管理
・企業誘致、工場等設置奨励条例の運用
・商工業の振興
・公共交通の支援及びデマンドタクシーの運営
・観光業及び観光協会・特産物販売所の管理
・ふるさと納税
・空家対策
・コロナ関連の各種施策

所管業務

－２－



・風力発電事業関連(農山漁村活性促進法)
・大型太陽光発電事業関連
・水素エネルギー関連事業の調整及び企画
・国際熱核融合実験炉ITERの補完研究の支援
・核融合原型炉の誘致
・「むつ小川原開発」関連の住民対策
・国(経産省・文科省・国交省)との重要協議
・原子燃料サイクルに関わる地域振興対策
・原子力発電事業者及び原子力(量子)利用事業者との調整
・村長の特命に関すること

所管業務(六ヶ所村特有のもの)

－３－



１ 六ヶ所村の概要について

２ 六ヶ所村と「むつ小川原開発」について

３ 原子燃料サイクル事業の受諾からこれまで

本日のお話の内容

－４－



［沿革・位置・面積・人口］

■沿 革 ： 明治２２年の町村制施行により、
倉内村、平沼村、鷹架村、
尾駮村、出戸村、泊村の６つの村を

統一して「六ヶ所村」となる

■位 置 ： 青森県下北半島の付け根(上北郡管内)

北緯４１度

南北約３３ｋｍ、東西約１４ｋｍ

■面 積 ： ２５２．６８ｋ㎡

■人 口 ： １０，３６７人 ５，１９４世帯
（R２国勢調査）

－５－

大間原子力発電所

中間貯蔵施設
東通原子
力発電所

原子燃料
サイクル施設



－６－



［教育・医療福祉］

国際教育研修センター

－７－



◆人口構成

－８－



◆就業人口の割合

－９－



◆一般会計予算・財政力指数・歳入歳出決算

－１０－



１ 六ヶ所村の概要について

２ 六ヶ所村と「むつ小川原開発」について

３ 原子燃料サイクル事業の受諾からこれまで

本日のお話の内容

－１１－



－１２－



－１３－



－１４－



むつ小川原開発関係 原子燃料サイクル関係
村長選、賛成派古川伊勢松氏、寺下氏下す 12月

古川村長、反対同盟と会見 昭和 49年 ４月

村議会、むつ小川原開発住民対策特別委員会設置 昭和 50年 ６月

開発区域用地買収90％超 昭和 51年 ４月

新市街宅地分譲開始 ６月

新市街地を千歳平と命名 ８月

村海水漁協、漁業実態調査に同意

泊漁協、漁業実態調査に同意 11月

開発反対同盟が「六ヶ所村を守る会」に名称変更 昭和 52年 ３月

第三次全国総合開発計画の国土庁案発表 ８月

むつ小川原開発第二次基本計画閣議了解

青森県、村３漁業に対し補償額を提示 昭和 53年 ８月

資源エネ庁、開発区域に石油備蓄基地建設の調査 10月

建設大臣、小川原湖総合開発事業の基本計画告示 12月

青森県、村海水漁協と118億円の補償で覚書 昭和 54年 １月

第二次オイルショック

青森県、村漁協と15億円の補償で覚書 ３月

青森県、村海水漁協、村漁協が漁業補償協定締結 ６月

開発区域の農地明渡し ７月

むつ小川原地区に石油備蓄基地の立地正式決定 10月

青森県、泊漁協と33億円の漁業補償で覚書 昭和 55年 ２月

３月 原燃サービス㈱設立

青森県、泊漁協が漁業補償協定締結

海水漁協組合員12名が同漁協を地裁に提訴 ８月

村、特別委が都市計画道早期着工を建設省へ陳情 10月

泊漁協組合員４名が同漁協を地裁に提訴 昭和 56年 ３月

石油公団、県に第２石油基地建設調査の協力要請 ８月

村、青森県に第２石油基地等の開発促進を陳情 昭和 58年 ６月

国家石油備蓄基地タンク12基(Ａ地区)完成 ８月

第１回オイルイン ９月

むつ小川原開発と原子燃料サイクルのあゆみ(抄)

－１５－



１ 六ヶ所村の概要について

２ 六ヶ所村と「むつ小川原開発」について

３ 原子燃料サイクル事業の受諾からこれまで

本日のお話の内容

－１６－



むつ小川原開発関係 原子燃料サイクル関係
昭和 59年 ４月 電事連、青森県知事にサイクル施設立地協力を要請

７月 電事連、県及び村にサイクル３施設立地協力を要請

８月 原子燃料サイクル施設対策協議会(村ｻｲ対協)設立

９月 住民400人が東海村の再処理工場ほかを視察

11月 青森県、村にサイクル施設立地協力要請の意見照会

昭和 60年 １月 村ｻｲ対協、37項目要望を付した意見書を村長に提出

村議会全協、村サイクル対策協議会の意見書を了承

古川村長、青森県知事に立地受入を回答

３月 原燃産業㈱設立

４月 県議会、安全性確認と地域振興を条件に受入決定

県、村、事業者、電事連で立地基本協定締結

むつ小川原開発計修正が閣議口頭了解

昭和 61年 ８月 むつ小川原開発㈱、サイクル施設用地の造成着手

昭和 62年 ５月 原燃産業㈱、ウラン濃縮事業許可申請を国に提出

昭和 63年 ４月 原燃産業㈱が低レベ埋設事業許可申請を国に提出 
８月 ウラン濃縮事業許可 
10月 ウラン濃縮工場着工 

平成元年 ３月 原燃サービス㈱、再処理事業指定申請

原燃サービス㈱、廃棄物管理事業許可申請

平成２年 ４月 県議会常任委員会再処理施設の撤回を可決

誘致企業の㈱永木精機六ヶ所村工場操業開始 ８月

11月 むつ小川原港大型岸壁供用開始

低レベル放射性廃棄物埋設事業許可

低レベル放射性廃棄物埋設センター着工 

平成３年 ５月 サイクル施設立地に伴う「風評被害認定委員会」発足
７月 県、村、原燃産業㈱で濃縮施設の安全協定締結

平成４年 ３月 ウラン濃縮工場操業開始 
４月 高レベル放射性廃棄物貯蔵施設事業許可
５月 高レベル放射性廃棄物貯蔵施設着工
７月 原燃サービス㈱と原燃産業㈱が合併し日本原燃㈱へ
９月 県、村、日本原燃㈱が低レベル埋設施設の安全協定

むつ小川原開発と原子燃料サイクルのあゆみ(抄)

－１７－



むつ小川原開発関係 原子燃料サイクル関係
誘致企業の大同電機工業㈱六ヶ所工場操業開始 平成４年 12月 低レベル放射性廃棄物埋設センター操業開始

平成５年 ４月 再処理工場事業許可

再処理工場着工 

誘致企業の東北トヨクニ機電㈱六ヶ所工場操業開始 10月

11月 ウラン濃縮工場から製品ウランを初出荷 

平成６年 12月 県、村、原燃と高レベ廃棄物貯蔵施設の安全協定 

村長、国際熱核融合実験炉ITERの誘致を表明 平成７年 １月

４月 貯蔵管理センター操業

海外から返還高レベル放射性廃棄物を初搬入 

青森県がITERのむつ小川原地区への誘致を表明 ６月

平成８年 ６月 RI放射線利用研究施設誘致のための調査

９月 ウラン濃縮工場への原料ウラン海上輸送初搬入 

平成９年 ９月 国、核燃料サイクル協議会設置

村、量子科学研究開発機構の立地を目指す 平成10年 ４月

平成11年 ９月 東海村JCO臨界事故発生 

11月 JCO事故の説明会が村で開催 

青森県、むつ小川原地区にクリスタルバレイ構想 平成12年 １月

むつ小川原開発㈱解散、新むつ小川原㈱創設 ８月

エコパワーによる風力発電所建設に同意 ９月

花卉工場トヨタフローリテック操業
12月 国内原子力発電所からの使用済燃料の初搬入 

平成13年 ４月

７月 国の原子力事故対応拠点(オフサイトセンター)完成

ＡＩＳ㈱、県CV構想第１号として操業開始
８月 日本原燃、県、村へＭＯＸ燃料工場立地協力要請

エコパワーによる風力発電所９基操業開始 11月

平成14年 ２月 再処理施設、使用済燃料貯蔵プール水の漏えい

経産省、ＭＯＸ燃料工場の説明会を村内で開催

むつ小川原開発と原子燃料サイクルのあゆみ(抄)

－１８－



むつ小川原開発関係 原子燃料サイクル関係
日本風力開発㈱、事業計画を村議会に説明、容認 平成14年 ４月

内閣府、ITER建設国内候補地に村を選定 ５月

政府、ITER候補地を村で閣議了解 ６月

政府、フランスでの公式政府間協議でITER誘致表明
11月 日本原燃、次期埋設予定地調査結果を村議会に説明

村議会、次期埋設予定地の本格調査了解

12月 核査察を目的とした(財)保障措置センター業務開始

平成15年 １月 日本原燃、本社を六ヶ所村に移転

５月 経産省、村に青森調整官事務所設置

６月 日本原燃、保守等を担う㈱ジェイテック設立

日本風力開発㈱、二又地区に風力発電機20基完成 平成16年 ５月

７月 県、村で再処理工場ウラン試験の県民・村民説明会

11月 県、村、日本原燃とウラン試験の安全協定 

平成17年 ３月 村サイクル対策協議会、ＭＯＸ工場の受入を提言

４月 県、村、原燃とＭＯＸ工場立地基本協定締結

国際熱核融合実験炉ITER建設地がフランスに決定 ６月

平成18年 ２月 県、再処理工場アクティブ試験の県民説明会

３月 村、再処理工場アクティブ試験の住民説明会

県、村、原燃とアクティブ試験の安全協定 

日本原燃、再処理工場アクティブ試験開始

東北デバイス㈱、県CV構想第２号として竣工 ４月

９月 日本原燃、次期埋設本格調査を議会へ説明 

ITER関連の研究開発施設(BA)が村に建設決定 11月

日欧政府がITER関連研究BAの協定に調印 平成19年 ２月

青森県の新むつ小川原開発基本計画を閣議口頭了解 ６月

日本風力開発㈱、蓄電池併設型風力発電機34基完成 平成 20年 ８月

国際核融合エネルギー研究センター完成 平成 21年 ４月

平成 22年 ３月 国、海外低レベル廃棄物の高レベル換算の検討を要請

８月 村長、高レベル廃棄物での受入れ容認表明

東日本大震災 平成 23年 ３月

10月 村長、村議会がサイクル政策堅持を国に要請

むつ小川原開発と原子燃料サイクルのあゆみ(抄)

－１９－



－２０－



私の考える六ヶ所村

－２１－



ご清聴ありがとうございました。

－２２－




